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令和8年8月から、医療保険制度改正により高額療養費

の自己負担限度額(以下、限度額)が段階的に変わります。

将来にわたり医療保険制廣を維持するため、長期療養

者や低所得者の経済的負担に配慮した上で、医療費の伸

ぴや所得に応じた負担とする見直しが行われます。
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改正のポイント

令和8年8月から

1月額上限が引上げられます

2多数回該当の限度額は据え置か
れます

3年間上限が新設されます

令和9年8月から

1住民税非課税以外の負担区分が

細分化されまず

2月額上限が変わります

か-ね.'ム .タナ

8月1日から翌年7月31日までの期間で、外来・入院を含めた自己負担の

合計が年間上限を超えた場合、後日払い戻しを受けられます。

-高 とは

医療機関等に支仏った1か月の一部負担金が限度額を超えた

場合、その超えた分が高額療養費として払い戻される制度です。

限度額は、年齢や所得に応じて決められています。また、過去

12か月間に3月以上高額療養費の支給を受けたとき、4月目以

降は限度額が低<なり、自己負担が軽減されまず。(多数回該当)

�

窓口での自己負担額

限度額 払い戻し 糸

※マイナ保険③で受をした場合、または限度額適用

認定証等を提ボした場合は、窓口での自己負押額

が限度額までとなりまず。
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令和8年8月、令和9年8月からの新しい限度額は、中面をご確認ください。

また、高額療養費制度の詳しいしくみについては、国保組合のホームページ

等をご覧ください。
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所得区分

(旧ただし書き所得)

901万円超

600万円～901万円

210万円～600万円

210万円以下

住民税非課税

～令和8年7月

月額上限

252,600円+

(医療費-842,000R)X1%

<多数回該当：140,100円>

167,400P3+

(医療費-558.000円)X1%
<多数回該当：93,000円>

80.100P]+

(医療費-267.000円)X1%
<多数回該当：44,400円>

57.600R

<多数回議当：44,400円>

35,40GB

く多数回該当：24,600円>

令和8年8月～令和9年7月

月額上限 年間上限

���

270,300円+

(医療費-901,000円ン1%
<多数回該当：140,100円>

179,100R+

(医療費-597,000円)X1%
く多数回該当：93,000円>

85.800P]+

(医療費-286.000円)パ％

<多数回該当：44,400円>

61.500円

<多数回該当：44,400円>

36.900P3

<多数回該当：24,600円>

1,680,000円

1, 110,000円

530,OOOP]

530力00円(※力

290,OOOR

し/

所得区分

(旧ただし書き所得)

1,356万円超

1,110万円～1,356万円

901万円̃1,110万円

809万円～901万円

679万円～809万円

600万円～679万円

410万円～600万円

313万円～410万円

210万円～313万円

127万円～210万円

86万円～127万円

86万円未満

住民税非課税

令和9年8月～

月額上限

342,000円+(医療費-1,140,000円)X1% く多数回該当：140, 100円>

303,000円+(医療費-1,010,000円)X1% く多数回該当：140.100円>

270,300円+(医療費-901,000円)X1% く多数回譲当：140, 100円>

209,400円+(医療費-698,000円)X1% く多数回該当：93, 000円>

1 94,400円+(医療費一648.000円)X1%<多数回該当：93,000円>

179,100円+(医療費-597,000円)X1% く多数回該当：93,000円>

110,400円+(医療費一368,000円)パ％ く多数回該当：44, 400円>

98,100円+(医療費_327,000円)X1%<多数回該当：44,400円>

85,800円+(医療費一286,000円)ズ1% く多数回該当：44, 400円>

69, 600円<多数回該当：44.400円>

65.400円<多数回該当：44,400円>

6L500円く多数回該当：34,500円>

36.900円く多数回談当：24,600円>

年間上限

1,680,000円

1,110,000円

530,000円

530,000円

410,000円

290.000円
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旧

所得区分

(課税所得)

690万円以上

380万円以上

145万円以上

145万円未満(※む

住民税非課税

月額上限

外来特例(個人) 世帯

252.600P]+

(医療費-842,000R)X1%
<多数回該当：140,100円>

167.400ffi+

(医療費-558,000円)X1%

<多数回該当：93,000円>

80.100R+

(医療費-267,000円バ1%
<多数回該当：44,400円>

住民税非課税で
一定所得以下

18.000円

(年間上限

144.000n)

8.000P3

8.000P3

57,600円

<多数回該当:44,400円>

24.600P3

15,000円

月額上限

外来特例(個人) 世帯

270.300B+

(医療費̶901, 000B)X1%
<多数回誘当：140,100円>

179,100R+

(医療費-597.000円)X1%

<多数回該当：93, 000円>

85.800R+

(医療費-286.000円)X1%

<多数回該当：44,400円>

22,OOOP3
61.500円

<多数回該当:4も400円>

年間上限

1,680,OOOP3

1,110.000円

,, ��� 25'700円
"・uuun <多数回該当:24,600円>

530'000円

外来:216,000円

世帯：530,000円
(※力

外来：96,000円

世帯:290,000円

180,000円

�

所得区分

(課税所得)

1, 107万円以上

900万円以上

690万円以上

614万円以上

504万円以上

380万円以上

280万円以上

203万円以上

145万円以上

57万円以上(※わ

28万円以上

28万円未満

住民税非課税

住民税非課税で一定所得以下

月額上限

外来特例(個人)

342,000円+(医療費-1

303,000円+(医療費-1

270, 300円+(医療費-

209,400円+(医療費-

194,400円+(医療費-

179, 100円+(医療費-

110,400円+(医療費-

98, 100円+(医療費-

85, 800円+(医療費-

28,OOOH

28,OOOR

22,000円

13,000円

8.000P3

世帯

.140,000円レ1%<多数回該当：140, 100円>

.01o.ooo円)X1% く多数回該当：140, 100円>

-901,OOOP3)X1% く多数回該当：140,100円>

-698,OOOR)X1% く多数回該当：93.000円>

-648,OOOR)X1% く多数回談当：93,000円>

-597.000P3)xl % く多数回該当：93.000円>

-368,OOOB)X1% く多数回談当：44.400円>

-327,OOOP])X1% く多数回該当：44.400円>

-286,OOOB)X1% く多数回該当：44.400円>

69.600円<多数回該当：44.400円>

65.400B<多数回該当：44,400円>

61,500円く多数回該当：34,500円>

25,700円く多数回該当：24, 600円>

15,700円

年間上限

1,680.000円

1,110, 000円

530,000円

外来：216,000円
世帯:530,000円

外来:216,000円
世帯:410,000円

外来：96.000P3
せを290,000R

180'000円8.000円 15,700円

糸1収入の合な額が520万円未満(1人世帯の場合は383万円未満)の場合、または日ただし書き所得210万円以下の場合も含みます。ぐ2 70歳未満の場合は旧ただしぎき所得が86万円未満の区分に、70歳以上の場合は課税所得が28万円未満の区分にぶ当すると確ぽできた方は、年間上限41万円が適用され、令和9年8月以降に償還払いとなります
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Quなぜ月額上限が引上げられるのですか？

Ai 高齢化の進展や医療の高度化などにより、年々医療費が増加し続けていまず。令後も安心して

医療を受けられる制度を維持ずるため、負担能力に応じた負担のし<みへと見直されることとなり

ました。

Q2 「年間上限」が新設されたのはなぜですか？

A2
より、自己負担が月額上限に到達せず、多数回該当から外れてしまう場合があるため、そのような方

の医療費負担が重くなりずぎないように「年間上限」が新設されました。

例月額上限の引上げにより多数回該当から外れてしまう方の場合※70歳未満、旧ただし書き所得210万円～313万円の場合
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(万円)口自己負キヨ

''-ぽまぎぜ 高額療養費4月目から
. ̶■ ::■らマ@口ふン

令和8年8月から

(7.R) 口自己負月 月額上限弓上げにより高額療養費の対象外に

......'高額療養費 年間上限到達により自己負担免除

9.0
�

月
額 .............
上 8.0 8.0 8で

限

8.4 8.2 8.4 8.3 8.5 8,1 8,2 8.4 8.1

;

4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4

8月9月10月11月12月1月2月3月4月5月6月7月

自己負担約55.2万円 y

S .9'0. ' 8.4 ̃ 8.2 8.4 8.3 8.5 ;'8.1 8.2 8.4 8.1
± 8.6 ;: ・ ・ ・ : ・
PS ; :
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; ; 2.6 �

8月9月10月11月12B1月2目 3B 4月5月らS 7月

自己負担約53.0万円

月額上限引上げにより多数回該当から外れても、年間上限

に該当するため改正前よりも年間約2.2万円の負担減に

※プフフ上の数字は四捨五入のため、合サ額と一致しない場合があります。

資料:厚生労働省医療保険部会資料を一部改変

Q3;所得が低い方の月額上限も引上げられるのですか？
A � 住民税非課税の方も引上げとなりますが、月額上限の引上げ率は緩和されていまず。

n力また、低所得者の経済的負担を考慮し、住民税非課税を若干上回る層である「年収200万円未満

(70歳未満の場合は旧ただし書き所得8ら万円未満、70歳以上の場合は課税所得28万円未満)」の

方は、令和9年8月から多数回該当の限度額が引下げられます。

Q4;窓口での支払いを抑えるための手続きは変わりますか？
A4

変更ありません。マイナ保険訊で受診ずれぱ、

医療機関等での支仏いが限度額までで済みます。

なお、資格確認書で受診する場合は、窓口で限度

額適用認定証等の提示が必要となりまずので、■

保組合に申請して<ださい。
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◎盟社会保険出版社 nリサィクル適性廣
禁無断転載762051„リこの■は,■'

26F FONT Jサイクルでさます。

*令和8年5月時点での情報をもとに作成しております。

令後の政省令等の公布により、内容が変更になる場合があります。
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